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貝塚市地籍調査事業業務委託共通仕様書 

 

 

（目的） 

第１条 本仕様書は、貝塚市（以下「甲」という。）が国土調査法に基づき実施する地籍調査事業に 

ついて定めるものとし、作業内容、成果品等については別冊特記仕様書に定めるものとする。 

（作業規程） 

第２条 本業務の実施に際しては、本仕様書、特記仕様書及び契約書によるほか、次の関係法令等 

に基づき実施するものとする。 

(１) 国土調査法（昭和 26 年法律第 180 号） 

(２) 国土調査法施行令（昭和 27年政令第 59 号） 

(３) 基準点測量作業規程準則（昭和 61 年総理府令第 51 号） 

(４) 地籍調査作業規程準則（昭和 32年総理府令第 71号） 

(５) 同運用基準（平成 14 年３月 14 日国土国第 590 号国土交通省土地・水資源局長通知） 

(６) 地籍図の様式を定める省令（昭和 61年総理府令第 54号） 

(７) 地籍簿の様式を定める省令（昭和 53年総理府令第３号） 

(８) 地籍調査事業（外注）実施要領（平成 15年４月 1日付け国土国第 504 号国土交通省土地

・水資源局国土調査課長通知） 

(９) 地籍調査事業工程管理及び検査規程（平成 14 年３月 14 日付け国土国第 591 号国土交通省 

土地・水資源局長通知） 

(10) 同細則（平成 14年国土国第 598 号国土交通省土地・水資源局国土調査課長通知） 

(11) 電子基準点のみを与点とする地籍図根三角測量（解説）準則改定版（平成 28年４月 25日

版国土交通省土地・建設産業局地籍整備課） 

(12) 国土調査事業事務取扱要領（昭和 47年５月１日付け経企土第 28 号経済企画庁総合開発局

長通達） 

(13) 測量法(昭和 24 年法律第 188 号) 

(14) 貝塚市契約規則（平成 19 年規則第９号） 

(15) 貝塚市情報公開条例（平成９年条例第 31号） 

(16) 貝塚市暴力団排除条例（平成 24年貝塚市条例第 23 号） 

(17) 貝塚市暴力団排除条例施行規則(平成 24 年貝塚市規則第 18 号) 

(18) 不動産登記法等関連法規 

(19) 地籍調査成果電子納品要領（平成 29年国土交通省 土地・建設産業局） 

(20) 地籍調査成果電子納品に関する事前協議ガイドライン（平成 29 年国土交通省 土地・建

設産業局地籍整備課） 

(21) 地籍測量及び地積測定における作業の記録・成果の記載例（平成 29年 11 月 21日付け国

土籍第 322 号国土交通省土地・建設産業局地籍整備課長通知） 

(22) その他関係法令及び通達 

（作業計画） 

第３条 受託者（以下「乙」という。）は、契約締結後 14日以内に次の書類を甲に提出しなければ 

ならないものとする。 

(１) 各工程別作業実施計画書 
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(２) 着手届 

(３) 工程表 

(４) 主任技術者届、現場代理人届及び照査技術者届 

(５) 主任技術者及び現場代理人の技術者経歴書（資格の証明書を添付） 

(６) その他甲の指示する書類 

２ 変更契約を締結したときは、速やかに実施計画書（変更）及び工程表（変更）を提出しなければ 

ならないものとする。 

３ 実施計画書には、次の事項を記載するものとする。 

(１) 業務概要 

(２) 実施方針 

(３) 業務工程 

(４) 業務組織計画 

(５) 打合せ計画 

(６) 成果品の内容 

(７) 使用する主な図書及び基準 

(８) 連絡体制（緊急時含む） 

(９) 使用する主な機械器具 

(10) その他 

（主任技術者等）  

第４条 乙は、主任技術者、現場代理人及び照査技術者を選任するものとする。  

２ 主任技術者及び照査技術者は、高度な技術と十分な実務経験を有するものであって、次の各号

の資格を有する者とする。 

(１) 主任技術者 地籍総合技術監理者 

(２) 照査技術者 測量士、地籍工程管理士及び地籍調査管理技術者 

３ 主任技術者は、業務全般の管理及び統括、作業現場の運営、取締り等を行うものとする。 

４ 現場代理人は、主任技術者が行う作業現場の運営、取締り等の補佐を行うものとする。 

５ 照査技術者は、成果の社内検査を行い、必要に応じて助言を行うものとする。 

６ 主任技術者と照査技術者は、兼任してはならないものとする。 

７ 乙は、一筆地調査作業に従事する際、主任技術者又は現場代理人を常時現場に配置するもの 

とする。 

８ 乙は、測量作業に従事する際、測量士の資格を有する者を常時現場に１名以上配置するもの 

とする。 

（関係官公署との調整） 

第５条 乙は、本業務を遂行するにあたり、関係官公署との調整が必要なときは、甲の指示を受け 

対応するものとする。 

（貸与資料） 

第６条 本業務を実施する上で必要な資料等（甲以外の第三者が管理する資料等を含む。）は、書面 

による申請の上、甲が主任技術者に貸与する。 

２ 主任技術者は、本業務の遂行上、貸与資料等の複製が必要なときは甲の承諾を得て行わなけれ

ばならない。 

３ 主任技術者は、前二項に規定する貸与資料及び複製資料等（以降、「貸与資料等」という。）に 
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ついて、その重要性を認識し、破損、紛失、盗難等の事故がないよう取扱うとともに、本業務の完 

了後又は必要がなくなったときは、甲の照合を受け速やかに返却しなければならない。 

４ 甲が貸与資料等の返却を求めた場合は、乙は速やかに返却しなければならない。 

（守秘義務等） 

第７条 乙は、本業務の遂行上知り得た事項（個人情報含む。）については、本契約期間中及び終了

 後も第三者に提供、漏洩してはならない。 

２ 乙は、貸与資料等を使用するにあたっては、資料内容に十分留意し、個人情報等の保護に万全 

を期さなければならない。 

３ 乙は、業務上収集した情報を複写、加工、外部への持出し又は目的外に使用する場合は、甲の許 

可を得なければならない。 

４ 乙は、個人情報の適切な保護と安全対策のため、プライバシーマーク（Ｐマーク）又は情報セキ   

ュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ ＩＳО／ＩＥＣ27001）の認証を取得している者でな

ければならない。 

（個人情報の取扱） 

第８条 本業務の遂行にあたっての個人情報の取扱いについては、別途「個人情報取扱特記事項」

によるものとする。また、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、甲の判断により公表を行

うことがあるものとする。 

（身分証明書及び土地立入） 

第９条 乙は、本業務の実施に当たり、甲が貸与する国土調査法第 24 条第３項の規定に基づく身  

分を示す証票（以下「身分証明書」という。）を常時携帯し、関係人の請求があればこれを提示し 

なければならない。 

２ 乙は、業務を遂行するにあたり、他人の土地に立ち入る場合は、あらかじめ当該土地所有者等 

にその旨を通知しなければならない。 

３ 乙は、業務終了後、速やかに身分証明書を甲に返却しなければならない。 

（紛争の回避） 

第 10 条 乙は、地元関係者との無益な摩擦や紛争を起こさないよう細心の注意を払い、本業務を誠

実に実施するため、契約後に、甲と協議し、対応マニュアルを作成するものとする。 

（安全の確保） 

第 11 条 乙は、次に掲げる事項に留意し、本業務を実施しなければならない。 

(１) 交通及び保安に関係のある作業については、あらかじめ所管官公署と十分な打ち合わせを

行った上で実施するものとする。 

(２) 本業務中に事故が生じた場合は、所要の措置を講ずるとともに事故発生の原因経過、事故

による被害の内容等について、速やかに甲に報告すること。 

（工程管理） 

第 12 条 乙は、関係法令等に基づき工程管理を実施するものとし、完了時にその成果品を甲に提出 

するものとする。 

２ 乙は、主任技術者に各工程の自社点検を徹底させなければならない。 

（協議及び報告等） 

第 13 条 乙は、各工程の作業内容、作業手法等を甲と協議した場合は、その内容を作業打合せ記録

簿等に記録し甲に提出するもとする。 

２ 乙は、毎月の業務の進捗状況を報告書として作成し、翌月５日までに甲へ提出するものとする。 
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３ 前二項に規定するもののほか、乙は業務実施中に甲から資料の提出を求められた場合は、甲の 

定めた期日までに当該資料を提出しなければならない。 

（使用機械器具） 

第 14 条 乙は、本業務に使用する測量機械器具について、国土地理院の検定機関名簿に登録された

検定機関の検定を受け、同機関の発行する検定証明書の写しを契約締結後 14 日以内に甲に提出し

なければならない。 

（成果品の検査・納品） 

第 15 条  乙は、本業務の成果品の検査時（実施者検査及び認証者検査）に主任技術者が立ち会いの

うえ、各工程又は業務完了後、工程管理及び検査の要目一覧表に規定された検査の要目について、

その記録及び成果の全数又は抽出により実施される検査を受けなければならない。 

２ 成果品の納入場所は、貝塚市都市整備部用地課とする。 

３ 乙は、甲から本仕様書に適合しないものとして修正の指示があった場合は、これを速やかに修 

正し再検査を受けなければならない。 

（成果品の帰属） 

第 16 条 本業務で使用された資料、成果品等は、全て甲に帰属し、乙は甲の許可無しに使用、複製、 

流用及び譲渡してはならない。 

（業務の完了） 

第 17 条 本業務は、乙が甲に対して、成果品に業務完了届、納品書等を添えて提出し、第 14条第

1項に規定する検査に合格した時をもって完了とする。 

（成果品の契約不適合責任） 

第 18 条 乙は、業務の完了後においても、国土調査法第 19 条第２項による成果の認証が終了する

までの間、契約の内容に適合しないと判断される事項については、正当な成果品と認められるま

で、乙の責任において、訂正、再測量等を実施しなければならない。 

（委託期間後の協力） 

第 19 条 次年度以降、本業務の続きとなる地籍調査業務を、他社が実施することとなった場合、必

要ある引継事項について、乙は協力するものとする。 

２ 本事業は、大阪府検査及び会計検査院検査を経る必要があるため、甲が検査を受ける場合は、

委託期間後であっても乙は協力するものとする。 

（損害の賠償） 

第 20 条 乙は、業務遂行中、甲及び第三者に損害を与えたときは、直ちに甲にその状況、内容等を 

連絡し、甲の指示に従い処理しなければならない。この場合において、当該損害が乙の責めに帰 

する場合は、損害賠償の責めは乙が負うものとする。 

（一括再委託の禁止） 

第 21 条 乙は、業務の全部若しくは本仕様書において主たる部分を第三者に委託し、又は請負わせ

てはならない。 

２ 乙は、業務の一部を第三者に委託し、又は請負わせようとするときは、あらかじめ甲の承諾を

受けなければならない。 

（疑義） 

第 22 条 本仕様書、特記仕様書及び契約書に定めのない事項については、必要に応じ甲乙協議の 

うえ、定めるものとする。 


